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は じ め に 

 

１． 制定の要旨 

（１） 背景 

    千葉県農林水産部耕地課において、平成２６年１０月に「工事施工管理基準」（農業農村整備事業）

の最終改訂を行ったところであるが、その運用ガイドとなる「手引き」については、全文が末梢された。 

これは、農林水産省農村振興局整備部設計課において、平成２６年３月に「土木工事施工管理基準の 

手引き」として、別途編纂発刊されたためである。また、第２編の「施設機械設備工事施工管理基準」 

については、平成１９年４月のまま改訂されていない。そこで、千葉県農林水産部耕地課においても 

「土木工事施工管理基準の手引き」（農業農村整備事業）を制定し、施工管理技術の強化と向上を図り、 

施工管理基準の目的を果たし、対応する必要性が生じたものである。 

（２） 制定の基本方針 

 本手引は、施工管理基準の内容を補足した副読本的な図書と位置付け、施工管理の概論や工程管理、 

出来形管理及び品質管理を実施するに際して、発注者及び受注者の参考となる資料をまとめたもので 

ある。 

今般の制定に際しては、第１編の「土木工事施工管理基準」の改訂に伴って、前述の農林水産省が 

制定した「土木工事施工管理基準の手引き」を参考に、改正内容との整合を図ったものである。 

 

２． 利用に際して 

（１）実際の施工管理においては、必ずしも本手引の内容と合致するものばかりとは限らない。従って、 

あくまでも一般的な内容であることに十分注意するものとする。また、本手引の記載内容については、 

施工管理基準と異なり、基本的に拘束力を持つものではないので、取扱いには注意を要するものとする。 

その上で、本手引を参考に、個々のケースに応じた施工管理が適切に行われるよう心がけるものとする。 

（２）本手引の利用に際しては、いろいろな疑問があると思慮されるが、逐次改善を図りながら対処して 

まいりますので、ご質問等は最寄りの各農業事務所まで問い合わせ下さるようお願いします。 
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第１章  施工管理の概要 

 

1-1 施工管理 

 工事施工に先立って、契約条件に基づき設計図書どおりの工事目的物を工期内に、経済的に 

かつ安全に施工するために最善の方法（労働力・資材・施工方法・機械・資金などの手段）を 

検討し、策定した施工計画書に基づいて、工事の計画及び管理を行うことを施工管理といい、 

主な内容は、①工程管理、②出来形管理、③品質管理、④原価管理、⑤安全管理である。 

 なお、出来形管理とは、形状、寸法、仕上げなどの出来形に関する管理をいい、品質管理とは、 

資材の強度などの品質に関する管理をいう。 

 

1-2 施工管理の機能 

 工程管理、出来形管理、品質管理、原価管理、安全管理は、それぞれに応じた管理が必要で 

あるが、 これらの管理機能は必ずしも独立したものでなく、相互に関連性をもつものである。 

工事の施工に当り、品質、工程、原価には、次のような性質があることが知られている。 

①  工程と原価との関係はａ曲線が示すように、 

工程を早めて数量を多くすると単位数量当り原価 

は段々安くなっていくが、更に工程を早めて突貫 

作業をすると逆に原価は高くなる。 

② 原価と品質との関係はｂ曲線が示すように、 

悪い品質のものは安く出来るが、良い品質のもの 

は原価が高くなる。      

③ 品質と工程との関係はｃ曲線が示すように、 

品質の良いものは一般に時間がかかり、工程は 

遅くなる。また、施工を早めて突貫作業すると 

品質は悪くなる。 

 以上のように品質・工程・原価には、相反する性質と相乗する性質があるのでこれらの性質 

を調整し、品質・工期を守り、できるだけ原価が安くなるよう施工計画を立て、計画どおりに 

施工するところに施工管理の目的がある。 
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図 1-1 施工管理の機能 

図 1-2 品質、工程、原価の一般的関係 
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1-3 施工管理の手順 

  施工管理の進め方としては、図 1-3 に示す。 

①  ｢計画（Ｐｌａｎ）」 

対象とする工作物等に対して、どの項目を管理 

するか計画を立て、「土木工事施工管理基準」に 

基づき作業を実施する。 

② 「実施（Ｄｏ）」 

計画と実第計画に基づき作業を実施する。 

③ 「検討（Ｃｈｅｃｋ）」 

作業の実施よって得られたデータを記録整理し、計画と実績を確認し、比較検討を行う。 

④ 「処置（Ａｃｔｉｏｎ）」 

検討結果が計画から外れていれば、その原因を追究し、適切な是正処置をとる。 

その結果、満足すべき状態になったら、再度それを｢計画（Ｐｌａｎ）にフィードバックし、 

修正を加えて再計画する。 

⑤ 「反復進行（リサイクル）」 

「計画→実施→確認→処置」（Ｐ→Ｄ→Ｃ→Ａ）が１サイクルとなって反復進行すべきもの 

である。 

  

以上の手順をフローチャートで表すと図 1-4 のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 管理機能の循環性 

図 1-4 施工管理フローチャート 
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1-4 施工管理の基本構成     

※下の点線枠は、土木工事施工管理基準に示す項目である。 

安全管理

直接測定による出来形管理

撮影記録による出来形管理

施工管理 品質管理

出来形管理

工程管理

原価管理

 

 

1-4-1 工程管理 

 工程管理とは、最初に計画した工程と実際に進行している工程とを比較検討し、差異が生じて 

きているときは、その原因を調査し、取り除くことにより、工事が計画どおりの工程で進行する 

ように管理し、調整を図ることである。 

 

1-4-2 出来形管理 

(1)直接測定による出来形管理 

工事の出来形が、発注者の意図及び設計図書等を十分満足するものであるかを確認するため、 

工作物の形状寸法、基準高、中心線のズレ等を施工の順序に従い直接測定（以下、「出来形測定」

という。）し、その都度結果を管理図表又は結果一覧表に記録し、データを評価の上、適切な処置

を講じることをいう。 

(2)撮影記録による出来形管理 

 地中埋設物等、施工後に確認ができない箇所の出来形、数量等又は、施工段階（区切り目） 

ごとの進行過程を確認するため、必要に応じ撮影記録を行うことをいう。 

 

1-4-3 品質管理 

 設計図書に示された品質規格を十分に満足するような構造物を造るため、「品質管理基準」に 

基づき、物理的、化学的試験及び力学的試験（以下、「試験等」という。）を実施し、その結果を

管理図表又は結果一覧表に記録し、不良品をつくり出す原因を早期に発見し、これを取り除く 

ように適切な処置を行い、良好な品質を確保するよう管理をすることをいう。 

 また、実施時期から見ると、品質管理には施工前（各作業工程）、施工時（各作業工程）及び 

施工後（各作業工程）の各時点において、あらかじめ定められた品質管理基準に基づいて行う 

ものであり、単なる構造物の良否の判定にとどまるのでなく、現地に合致した構造物を造るため

には、設計条件に関しても適期に現場管理を行い施工に反映させるという意味がある。 

 

1-4-4  原価管理 

 原価管理とは、受注者が工事原価の低減を目的として、実行予算書作成時に算定した予定原価

と、すでに発生した実際原価を対比し、工事が予定原価を超えることなく進むように管理する 

ことである。 

図 1-5 施工管理の基本構成 



 

4 

 

1-4-5  安全管理 

 安全監理とは、現場毎の諸条件を把握し、安全に施工できる体制や環境を計画し、整備する 

こと、及び工程の進捗に伴い生じる状況変化に対して、的確に対応し管理することで、適正な 

工期、適正な工法、適正な費用のもとに土木工事の安全を確保することをいう。 
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1-5 施工管理の位置付け 

 

1-5-1 施工管理の位置付け 

 受注者は、施工管理を適正に行うという契約上の責務を負っており、施工管理による成果 

として所用の品質や出来形が得られることにより検査を受けられる状態となり、工事の完成 

が認められる。 

 

「施工管理」という用語の意味は広く、その内容は次のようなそれぞれの意味で使われており、 

その都度使い分けに留意する必要がある。 

① 受注者が工事実施に当って行う「管理行為全般」 

② 発注者が契約条件として示す「管理行為」 

③ 施工管理の基本構成では：工程管理、出来形管理、品質管理 

④ 施工管理の実施では：工程管理、出来形管理 

 

(1)  工事請負契約書における規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  土木工事等共通仕様書における規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約書 

 発注者（以下「甲」という。）及び受注者（以下「乙」という。）は、この契約に 

基づき、設計図書（別冊の図書、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答

書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約約款 

及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければな

らない。 

1-1-29 施工管理 

1.受注者は、施工計画書に示される作業手順に従って施工し、工事施工管理基準  

（農業農村整備事業）により施工管理を行い、その記録を監督職員に提出しなければ

ならない。 

2.受注者は、施工管理基準及び設計図書に定めのない工種については、監督職員と 

協議のうえ、施工管理を行うものとする。 

3.受注者は、契約図書に適合するよう工事を施工するために、自らの責任において、

施工管理体制を確立しなければならない。 
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（3）土木工事施工管理基準における規定 

第１項 土木工事施工管理基準 

第４ 施工管理の実施 

１ 施工管理責任者 
受注者は、土木工事共通仕様書、第１編共通編、第１章総則、第１節総則、1-1-10、 

主任技術者等の資格に規定する技術者等と同等以上の資格を有する者を、施工管理責任者

に定めなければならない。施工管理責任者は、当該工事の施工管理を掌握し、この管理 
基準に従い適正な管理を実施しなければならない。 
２ 施工管理項目 

施工管理は、第２項「直接測定による出来形管理」、第３項「撮影記録による出来形管理」、

第４項「品質管理」により行うものとする。なお、この管理基準又は特別仕様書に明示 

されていない事項及び不明な事項については、監督職員と協議するものとする。 

３ 施工管理の実施と提出内容 

施工管理は、契約工期、工事目的物の出来形及び品質規格の確保が図られるよう 

工事の進行に並行して、速やかに実施し、その結果を監督職員に提出し、確認を受ける

ものとする。なお、提出様式は第５項「施工管理記録様式」を参考に適正な方式を選定 

するものとする。 

４ 施工管理上の留意点 

（1）完成後に明視できない部分又は完成後に測定困難な部分については、完成後に確認 

できるよう、測定・撮影箇所を増加する等、出来形測定、撮影記録に特に留意する 

ものとする。 

（2） 完成後に測定できないコンクリート構造物の出来形測定は、監督職員の承諾を得て、

型枠建込時の測定値によることができるものとする。 

（3）管理方式が構造図に朱記、併記するものにあっては、規格値を合わせて記載するもの

とする。 

（4）施工管理の初期段階においては、必要に応じて測定基準にかかわらず測定頻度などを

増加するものとする。 

（5）出来形測定及び試験等の測定値が著しく偏向したり、バラツキが大きい場合は、その

原因を追求かつ是正し、常に所要の品質規格が得られるように努めるものとする。 

５ 検査（完成・出来形・中間）時の提出内容 

請負者は、完成検査、出来形検査、中間検査時に、この管理基準に定められた施工管の

結果を提出するものとする。 

６ その他 

（1）規格値の上下限を超えた場合は原則「手直し」を行うものとする。 

ただし、上限を超えても構造及び機能上、支障ない場合はこの限りでない。 

（2）施工管理の記録は、電子納品対象物である。 

（3）施工管理に要する費用は、受注者の負担とする。 

 





 

8 

 

1-6 施工計画 

 

1-6-1 施工計画の意義 

 施工計画とは、設計図書に定められた工事目的物をどのような施工方法・段取りでの所定の 

工期内に適正な費用で安全に施工するか、工事途中の管理をどうするかなど定めるものであり、

工事の施工及び施工管理の最も基本となるものである。 

 土木工事は、工事内容・規模・施工場所・施工条件が各々異なり、一般に工事の規模が大きく

て、かつ複雑になってきているが、これらの工事を体系的に施工するには、その工事に適した 

綿密な施工計画を立てる必要がある。 

 

1-6-2 施工計画の立案 

 施工計画は、工事施工の全般の基本となるものであるから、計画に当っては工事の内容・契約

条件・現場の状況などを十分調査・把握し、工事目的物の品質確保（出来形管理・品質管理）・ 

工期の厳守（工程管理）・費用の軽減（原価管理）・安全の確保（安全管理）などについて工事 

目標を達成させることを念頭において立案しなければならない。 

 一般には、工事目的物の形状寸法・数量・品質などについては、図面・仕様書などに示されて

いることから、これらを満足するような仮設計画・工法など工事目的物を完成するための手段に

ついて、発注者・受注者双方の技術・経験をフルに発揮して、「適切に」「正確な」工事目的物を

「工期内に」、「経済的に」かつ「安全に」完成させるという工事目標を、バランス良く達成させ

るための施工管理計画を含んだ施工計画の立案をしなければならない。 

 また、道路敷内や道路付近の工事による道路の通行止め又は通行制限、また排水路に関連する

工事による排水の一時制限・騒音・振動等建設公害を発生する工事の場合には、工事期間や作業

時間の明示など、工事と工事現場付近と関連することが多く、あらかじめはっきりとした予定の

もとに工事をしなければいろいろ支障が起こることがあるため、十分検討して現場に即した詳細

な施工計画を立てる必要がある。 

 

図 1-7 一般的な工事の流れ 
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1-6-3 施工計画書の内容 

  農業農村整備事業の土木工事等共通仕様書 1-1-5 に、その提出義務と記載内容について、 

次のように規定されている。 

 

1-1-5 施工計画書 

1.受注者は、工事着手前に工事目的物を完成するために必要な手順や工法等についての 

施工計画書を監督職員に提出しなければならない。 

 受注者は、施工計画書を遵守し工事の施工にあたらなければならない。また、監督職員

がその他の項目について補足を求めた場合には、追記するものとする。ただし、簡易な 

工事においては、監督職員の承諾を得て記載内容の一部を省略することができる。 

(1) 工事概要       (8) 緊急時の体制 

 (2) 実施工程表      (9) 交通管理 

 (3) 現場組織表     (10) 安全管理 

 (4) 主要機械      (11) 仮設備計画 

 (5) 主要資材      (12) 環境対策 

 (6) 施工方法      (13) 再生資源の利用の促進 

 (7) 施工管理      (14) その他 

2.受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合、そのつど当該工事に着手する

前に変更に関する事項について、変更施工計画書を提出しなければならない。 

3.受注者は、監督職員が指示した事項について、さらに詳細な施工計画書を提出しなけれ

ばならない。 

  

なお、施工計画書の主な記載内容は次のとおりである。 

(1)工事概要 ：①工事名 ②工事場所 ③工期 ④請負金額 ⑤発注者 ⑥受注者  

⑦工事内容（主要工事内容及び工事数量表） ⑧施工位置 

(2)実施工程表  ：工期内における工事の作業手順及び日程等をネットワーク、バーチャー等 

によって記載する。 

(3)現場組織表 ：現場における職務分担及び協力業者名と作業内容、責任者等 

(4)主要機械 ：主要機械の使用計画（機種、規格、台数、使用工程等） 

(5)主要資材 ：主要な工事材料の規格、数量及び納入業者等 

(6)施工方法 ：主要工種の施工方法及び施工順序等を記載する。 

（施工基本方針、準備工、土工、原形復旧、後片付けまで施工順序に従って

記載する） 

(7)施工管理 ：工程・出来形・品質の各管理についての具体的方法 

(8)緊急時の体制 ：災害、事故等における緊急時の体制及び対応策 

(9)交通管理 ：交通安全に対する一般事項、交通整理員の配置計画等 

(10)安全管理 ：安全衛生管理機構及び安全衛生管理対策 

(11)仮設備計画  ：工事施工に必要な仮設備（指定仮設及び任意仮設）について、その設備ごと

に記載する。（仮設建物等、仮設道路、土留工事の仮設備、工事用地、主要

仮設材料一覧表等） 

(12)環境対策 ：騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等についての対策等 

(13)再生資源の 

利用の促進  ：再生資源の利用について記載する。（再生資源利用促進計画、再生資源及び

廃棄物処理計画などの作成） 

(14)その他   ：その他上記項目以外の必要事項する。（工事現場の美装化及び現場作業環境   

等契約図書及び監督職員の指示で施工計画書に記載を必要とするもの等、 

関係機関との協議先一覧等） 
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第２章 工程管理 

 

2-1 工程管理の目的 

 工程管理は、定められた工期内において工程の計画と実施の管理を目的とするものであるが、

工事の品質及び工事の原価は工程速度に大きく影響されるものであるため、工程（作業の進捗）

管理は、施工管理のなかでも重要な項目となる。 

 工程管理とは、発注者の側にとっては工期内に適切な進度で、十分な品質・精度のもとに施工

されていく工事過程の管理であり、また、工事予算執行あるいは天災不可抗力などによる損害 

算定の重要な資料ともなるものである。更に、受注者側においては、これに工事経営の要素を 

加えることにより最小の費用で最大の生産をあげるために工事を管理していくこととなる。 

 

2-2 工程管理の手順 

 工程管理は、「計画・実施」段階の統制機能と、「検討・処置」段階の改善機能に大別される。

工程管理の手順は、一般の施工管理の手順と同様であって、計画――実施――検討――処置 

（Ｐ→Ｄ→Ｃ→Ａ）の各手段に分けて行う。 

 工程表に基づき工事を実施し、毎日、毎週及び毎月定期的に工事進捗の実績を工程表に記入し、 

予定工程と実施工程とを比較の上、実績が計画に対してどのようになっているか絶えずチェック

し、できるだけ計画に沿って工事が進行するよう管理する。しかし、計画と実績の間に大きな差

が出た場合には、計画あるいは実施体制等に問題があることとなることから、計画を見直して、 

必要な措置をとる必要がある。そして再計画された工程表に基づき再度、実施－検討－処置の 

各手順を実施することが一般的な工程管理の手順である。 

 

(1)計画段階(Plan) 

 工程計画を立てるには、現地に適合した施工法、施工の順序等の基本方針に基づき、作業手順、

各単位の作業日程計画を決めて工程表を作成する。 

 この場合、労働、資材、機械設備等について使用計画を十分に検討しておかなければならない。 

 また、工程計画を立てる場合には、上記のような全体工程表のほか、全体工程の中で特に重要

な部分について部分工程表を作り、重点管理をすることも全体工程をスムースに進捗させる上で

必要なことである。 

 

工程計画を作成する場合の一般的な手順を以下に述べる。 

① 工種分類に基づき、基本管理項目である工事項目について施工手順を決める。 

② 各工種別工事項目の適切な施工期間を決める。 

③ 全工事が工期内に完了するように、工種別工程を相互調整する。 

④ 全工期を通じて労務、資材、機械の必要性を均し、過度の集中や待ち時間が発生しないよう

に工程を調整する。 

⑤ 各種工程表を作成する。 

 

(2)実施段階(Do) 

 工程表の日程計画、作業手順に従い、労務、資材、機械設備等の手配、段取りを行うとともに、 

工事の指示、監督を行う。 
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(3)検討段階（Check） 

 工程の進捗状況を把握し、計画工程と実績工程を比較検討して再度管理を行う。また、受注者

は必要に応じて進捗状況等を進捗過程の写真記録等により監督職員に報告する。 

 

(4)処置段階(Action) 

 工程の進捗状況が計画と差を生じている場合や安定していない場合は、作業改善を行い、工程促進 

を図るなど是正処置をとり、場合によっては工程表を組み変えるなど再計画を立てる。 
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2-3 工程表の種類と特徴 

 現在、一般的に使用されている工程管理手法は、横線式、曲線式及びネットワーク式の三種類

であり、各々の長所、短所は、下記のとおりである。 

 

表２－１ 工程表の種類 

区 分 長  所 短  所 

 

横線式 

（バーチャート） 

【図 2-1 を参照】 

①作業が容易である 

②進捗状況が直視的にわかる 

③修正が容易である 

①作業の相互関係が不明確 

②部分的な変更があった場合に、全体 

に及ぼす影響が分かり難い 

③曖昧な要素が入りやすい 

④概略日程の域を出ない 

 

座標式 
（斜線式） 

【図2－2を参照】 

①トンネル工事のように進捗が距離

のみによる場合は、全ての工種が枠内

に表現できる 

②施工順序、日程のズレなどが直視的

にわかる 

③施工場所と施工時期の進捗状況が 

直視的にわかる 

①工種間の相互関係が不明確 

②部分的な変更があった場合に全体

に及ぼす影響がわかりにくい 

③あいまいな要素が入りやすい 

（バーチャートと併用すれば、これら

の欠点もある程度解消できる） 

 

曲線式 

（グラフ式） 

【図 2-3 を参照】 

①総合出来高金額による管理である

ため作業進行の度合が分かりやすい 

①作業の手順が不明確 

②作業に必要な日数、工期に影響する

作業がつかみにくい 

（バーチャートと併用すれば、これら

の欠点もある程度解消できる） 

 

ネットワーク式 

【図 2-4 を参照】 

① 各作業時間の相互関係が明確で 

ある 

②部分的な変更があった場合、全体に 

及ぼす影響を数量的に把握できる 

③複雑なプロジェクトの総合管理に 

適している 

④重点管理ができる 

①作成に手間がかかる 

②手法を理解するのに時間がかか   

る 

③ネットワークの組立てが難しい 

④修正が比較的難しい 

 

なお、全体工程表と部分工程表（細部工程表）とに分けて作る場合、全体工程表では、工事 

の主要な工程ごとに区分して施工順序を組合せて全体的に工期を満足させるように作成し、工事

全体の進捗状況、あるいは全体工程の中のクリティカルパス（工事開始から工事終了に至る最も

長い）部分を判断するのに用いる。また、部分工程表では、全体工程の中の重要部分だけを取出

して、その中の各部分を更に詳細に組立てて重点管理を行い、全体工程を計画通りスムースに 

進捗させることを目的とする。 

 



 

15 

 

 
 

 

 

図 2-3  座標式工程表（斜線式）      図 2-4 曲線式工程表（バナナ曲線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

             図 2-5 ネットワーク式工程表（Net Work） 

表 2-2 横線式工程表（バーチャート） 
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第３章 出来形管理 

 

3-1 出来形管理の目的 

 土木工事で施工された目的物が発注者の意図する契約条件に対してどのように施工されている

かを調べ、条件に不満足なものが発見されれば、原因を追求して改善を図ることが必要である。 

このような行為を出来形管理という。 

 

3-2 出来形管理の手法 

出来形管理は次に示すように大別することができる。 

 

                   直接測定による出来形管理 

    出来形管理 

                   撮影記録による出来形管理 

 

出来形管理は、施工された目的物が契約条件及び発注者の意図を十分満足しているかどうかを

確認する行為であって、そのチェック手段として次の方法で管理を行うこととしている。 

(1)直接測定による出来形管理 

 施工管理基準により実施し、設計値と実測値を対比し記録して、管理図表、結果一覧表又は 

構造図に朱記併記等によって、管理基準値に対するバラツキの度合いを管理する。 

(2)撮影記録による出来形管理 

  施工完了後、確認できない箇所の出来形及び出来高数量及び施工状況等、施工段階ごとの進行

過程を写真により確認する。 

 

                     出来形（高）     形状寸法、測定位置、 

                                 出来形数量等の撮影 

  撮影記録による 

出来形管理 

                     状  況        施工方法、機種、 

巻出し厚等の撮影 

 

 上記(1)、(2)の管理を出来形管理手法の基本として実施する。 
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3-3 出来形管理計画 

出来形管理は、工事の進捗状況に従って、ただ順次実施するということでなく、施工計画が 

定まった時点で、「管理基準」により、あらかじめ管理測点、寸法計測位置、写真撮影位置、回数、

及び管理図の種類を具体的に定めた管理計画表を作成し、これに基づき実施に移るべきである。

また、実施に当っては管理計画どおり進行しているかどうか照査するチェックシステムを確立 

しておくことも重要である。 

計画表作成の留意点は次のとおりである。 

① 写真撮影箇所は、直接測定による出来形管理箇所と同一箇所を選定する。 

② 施工工管理基準の目的を十分理解して必要最小限とする。 

③ 管理図表等の作成方法は、その目的に応じて、出来高数量確認が主であるものは、展開図 

等に記載し、規格に対するゆとりが必要なものは、出来形図又は工程能力図、ヒストグラム 

等を作成し、できるだけデータの利用度を高める。 

④ 管理計画表例を表 3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

表 3-1 出来形管理計画表例 
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工程写真（着工前、完成写真含む）

工事状況写真（施工状況）

状況写真 図面、現地との不一致写真

品質管理

材料検収写真 材料検収状況写真

出来形写真

仮設状況写真

その他の写真 安全施設写真

その他（補償関係等の写真）

撮影記録による
出来形管理 工事完了後確認できない箇所の出来形確認

3-4 直接測定による出来形管理の手順 

(1)管理すべき測点の選定 

 管理箇所は一般に「管理基準」に基づき選定する。なおこの場合、地形や構造の変化点に留意

して管理課所を選定することとし、測定基準を機械的に適用することのないよう留意すること。 

(2)管理基準値 

管理基準値は、「規格値」の範囲内に収まるよう、受注者が実施する施工管理の「目標値」を 

図 1－6（参考）として示したものである。 

(3)規格値 

 規格値は、設計値と出来形の差の限界値であり、ロットから抜き取った測定値は全て規格値の

範囲内になければならない。 

定められた規格値は工種及び統計的な数値の特性などにより一概にはいえないが、おおむね 

「標準偏差(σ)」の３倍を目安として定めている。 

(4)管理方式 

出来形管理は、規格値に対する“ゆとり”と出来形数量確認の２つの目的で実施され、工事 

完了後において目的物を発注者に引き渡すためのデータとして必要不可欠なものである。実施 

に当っては、目的を十分理解して管理計画表作成と同時に管理方式について検討しておくこと。 

 

管理図表によるもの･･････管理値が２０点（測点数）以上の場合 

 結果一覧表によるもの････管理値が２０点（測点数）未満の場合 

構造図に朱記するもの････管理値が箇所単位の場合 

記録を要しないもの･･････管理基準の測定項目になっていない場合の法勾配等 

 

（注）管理基準値の工種、項目欄に記載されている番号は、施工管理データファイル用の 

コード番号である。 

 

 

3-5 撮影記録による出来形管理 

 

3-5-1 管理すべき測点の選定 

 管理箇所は原則として直接測定による出来形管理の場合と同一であることが必要である。また、 

写真撮影に当っては、施工計画及び現地状況を十分に理解したうえで、むやみに撮影すること 

なく、何を目的とした写真かを明確にする必要がある。 

 

3-5-2 写真管理の基本構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理方式 
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3-5-3 写真の整理 

(1)  整理一般 

 工事写真としての条件が完全に満たされている撮影がされても、整理が悪いと分かりにくい

ばかりでなく、写真記録・出来形確認写真としての価値が半減する。写真は、工種・測点ごと

に分類し、施工順序に従って整理するとともに、タイトル、補足図面を添付し、どこの何を 

写したかを明確にする。また、管理図と直接関係するものは、管理図の計測位置と写真撮影 

位置及び管理図の寸法と写真の寸法の整合を図り施工計画書の写真管理の図、表などの(写)等

の記号を記入する。 

 

(2)  編集順序 

編集順序は、工事の規模、種別、工事量等によって多少異なるが、一般には下記のとおりで

ある。 

 ①写真状況 

  ア 工程写真（着工前、完成含む） 

  イ 工事施工状況写真･･･････施工順序 

  ウ 図面、現地との不一致写真 

  エ 品質管理･･･････････････試験項目ごと 

 ②材料検収写真･･･････････････検査年月日の順序又は材料ごと 

 ③出来形確認写真･････････････出来形寸法を工種、測点ごとに施工順に整理する 

 ④その他の写真 

  ア 仮設状況写真･･･････････種別ごと 

  イ 安全施設写真･･･････････箇所ごと 

  ウ その他･････････････････契約変更の要因となる内容（地質の変更、地下水の出現等） 

について整理する 

(3) ダイジェスト版 

工事ごとに必要に応じてダイジェスト版を作成する。ダイジェスト版とは、１件工事ごとの 

実施の流れがわかるように、代表的な写真を抽出して、アルバム一冊程度でまとめるもので、 

厳密な意味での工事管理写真ではないが、一般的な説明用として用意しておくものである。 

近年、ダイジェスト版を作成して有効に活用している事例が多い。 

 

(4)電子納品の対応 

 電子納品により写真データを管理する場合には、電子納品運用ガイドライン（案）［農業農村 

整備事業編］（千葉県農林水産部耕地課）に基づき行う。 

 

 






































































